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特集3　公共施設マネジメント通信

　公共施設マネジメント通信vol.1、vol.2で公共施設の更新問題や人口減少・少子高齢化について触れ、将
来的に現在の公共施設をすべて維持していくことは困難な状況であることをお知らせしましたが、市ではこの
ような問題に取り組むため、平成28年3月に「下妻市公共施設等マネジメント基本方針」を策定しました。第3
回はこの下妻市公共施設等マネジメント基本方針についてお知らせします。

財政課　☎４３－２２３５ 　　４３－４２１４問

①市民文化系施設（集会施設、文化施設など）
②社会教育系施設（図書館、博物館など）
③スポーツ・レクリエーション系施設（スポーツ施設、観光施設など）
④産業系施設（梨の里）
⑤学校系施設（小学校、中学校など）
⑥子育て支援施設（幼稚園、保育園など）
⑦保健・福祉施設（保健施設、高齢福祉施設など）
⑧行政系施設（庁舎、その他行政系施設など）
⑨公営住宅（石堂住宅、西町住宅など）
⑩公園（小貝川ふれあい公園、やすらぎの里公園など）
⑪供給処理施設（リサイクルセンター、高道祖南部地区排水処理施設など）
⑫その他（旧蚕飼小学校、旧養豚センターなど）

道路、橋りょう、上水道、下水道、都市公園
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　将来の更新等費用は、平成28年からの50年間で約726億円となりますが、令和27年度までの30
年間で見た場合は、総額で501億円となり、1年当たり約17億円かかる見通しとなります。過去5
年間の投資的経費の平均が約12億円であるため、年間で約5億円を削減する必要があります。
　従って、過去の投資的経費の設定額である約12億円以内に抑えるには、更新等費用を30％程度
削減する必要があります。

○削減目標の設定
　以上のことから、適切な行政サービス、公共施設の維持管理・運営を行っていくため、本市では
以下の目標を設定しています。

3 公共施設等保有量の目標

2 公共施設等マネジメントの基本原則

vol.3vol.3

下妻市の公共施設についてお知らせします

公共施設マネジメント通信

【公共施設】
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 インフラ資産は、社会基盤となる施設であるため、現時点では総量の縮減が困難であることから、
計画的かつ予防的な修繕へと転換し、維持更新費用の縮減を図り、持続可能な施設保有を目指しま
す。

【インフラ資産】

【インフラ資産】
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下妻市公共施設等
マネジメント基本方
針では、市役所、学
校、公民館などの「公
共施設」のほか、道
路や上下水道など
の「インフラ資産」
についても対象とし
ています。

①公共施設の保有量(延床面積)を削減する
■具体的な数値目標を立て、統廃合を推進する。
■新規整備は、原則として行わない。
■保有量を削減しつつ、市民に提供するサービスの
　質の向上を図る。

①長寿命化により、ライフサイクルコストを
　縮減する
■インフラ資産ごとの長寿命化計画に基づき、
　予防保全型の維持管理を推進する。
■中長期的な視点による計画的・戦略的な維持
　管理により、更新等費用の抑制・平準化を目
　指す。

②ニーズを把握し、必要な機能を確保する
■変化するニーズを的確に把握し、防災や交通
　等、新たなニーズへの対応や機能の強化を効
　率的に行う。

②施設の更新時には、複合化を行う
■施設の統廃合を効率的に行うとともに、更新時に
　は複合施設とし、保有量の削減や管理運営の効率
　化を図る。

③長寿命化により、ライフサイクルコストを縮減する
■既存施設の有効活用を図るとともに、予防保全の
　維持管理により、施設の長寿命化を図る。

5億円 ÷ 17億円 × 100 ≒ 30％

【削減目標】
公共施設の保有量（延床面積）を今後30年間で30％削減していきます

将来の更新等費用
推計値（30年平均）

実績に基づく投資
的経費設定額

約5億円（30％）の
削減が必要！

約17億円
約12億円

このままでは適正な維持管理が
できなくなる可能性があり、建物
の老朽化や事故のリスクも高く
なります。

公共施設の保有量削減＝市民サービスの低下ではなく、市民サービスは維持しながら、
将来の人口動向や財政状況にあわせて、公共施設を適正な規模にしていきます。将来
にわたって公共施設を維持していくには、身の丈に合った適正な公共施設にしていく必
要があります。

　今ある公共施設を削減していくということは、市民の皆さまにとっても今までにない経験で
あり、市にとっても今までにない取り組みです。しかし、この問題に取り組まなければ、現在
の市民サービスを維持できなくなるだけでなく、将来の世代への大きな負担になってしまう可
能性があります。公共施設マネジメントは、公共施設を使用している方だけでなく、市民全て
に関係してくる問題です。市では、今後とも市民の皆さまに公共施設の問題に関心を持ってい
ただけるよう情報の提供を続けていきます。


